
 

 

 

改正 平成２９年７月１０日 原規総発第 1707101 号 原子力規制委員会決定 

 

原子力規制委員会行政文書管理要領（原規総発第 120919005 号）の一部を次のとお

り改正する。 

 

平成２９年７月１０日 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

原子力規制委員会行政文書管理要領の一部改正について 

 

 原子力規制委員会行政文書管理要領の一部を別添新旧対照表のように改める。 

 

附 則 

この規程は平成２９年７月１０日から施行する。 



 

（別添） 

原子力規制委員会行政文書管理要領の一部改正について 新旧対照表 

 （傍線部分は改正箇所） 

改 正 後 改 正 前 

第１条～第４６条 （略） 

 

別表第１・２ （略） 

 

別表第３（原子力規制法令） 

（１） 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号）関係 

事項番号 主管課等 専決事項 専決者 合議者 

委 員

会 へ

の 報

告 の

要否 

1～150 （略）         

151 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５２条

第１項の規定による核燃

料物質の使用の許可（原

子炉等規制法第第５７条

第１項の規定により保安

規定を定めなければなら

ない者に係るものを除

く。）に関すること。 

長官   要 

第１条～第４６条 （略） 

 

別表第１・２ （略） 

 

別表第３（原子力規制法令） 

（１）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号）関係 

事項番号 主管課等 専決事項 専決者 合議者 

委 員

会 へ

の 報

告 の

要否 

1～150 （略）         

151 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５２条

第１項の規定による核燃

料物質の使用の許可（原

子炉等規制法第５６条の

３第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者に係るものを除

く。）に関すること。 

長官   要 



 

152 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５５条

第１項の規定による核燃

料物質の使用の変更の許

可（原子炉等規制法第５

７条第１項の規定により

保安規定を定めなければ

ならない者に係る変更の

許可のうち重要なものを

除く。）に関すること。 

長官   要 

153 （略）         

154 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５５条

の３第１項の規定による

使用施設等の溶接検査

（原子炉等規制法第５７

条第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者に対する不合格

処分に係るものを除

く。）に関すること。 

原子力

規制部

長 

  否 

155 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５５条

の４第１項の規定による

合併及び分割の認可(重

要なものを除く。)に関

すること。 

長官   要 

152 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５５条

第１項の規定による核燃

料物質の使用の変更の許

可（原子炉等規制法第５

６条の３第１項の規定に

より保安規定を定めなけ

ればならない者に係る変

更の許可のうち重要なも

のを除く。）に関するこ

と。 

長官   要 

153 （略）         

154 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５５条

の３第１項の規定による

使用施設等の溶接検査

（原子炉等規制法第５６

条の３第１項の規定によ

り保安規定を定めなけれ

ばならない者に対する不

合格処分に係るものを除

く。）に関すること。 

原子力

規制部

長 

  否 

（新設） 

  

 

 

 

 

        



 

156 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

第１項の規定による保安

規定の変更の認可（重要

な変更の認可に関するも

のを除く。）に関するこ

と。 

長官   要 

157 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

第５項の規定による使用

者の保安規定の遵守状況

の検査（検査の基本方針、

検査項目の大幅な追加又

は変更があった場合にお

ける初回の検査に係るも

のを除く。）に関するこ

と。 

主管課

等の長 
  否 

158 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

第６項において準用する

第１２条第６項の規定に

よる検査を行う職員の指

定に関すること。 

主管課

等の長 
  否 

159～161 （略）        

155 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５６条

の３第１項の規定による

保安規定の変更の認可

（重要な変更の認可に関

するものを除く。）に関

すること。 

長官   要 

156 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５６条

の３第５項の規定による

使用者の保安規定の遵守

状況の検査（検査の基本

方針、検査項目の大幅な

追加又は変更があった場

合における初回の検査に

係るものを除く。）に関

すること。 

主管課

等の長 
  否 

157 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５６条

の３第６項において準用

する第１２条第６項の規

定による検査を行う職員

の指定に関すること。 

主管課

等の長 
  否 

158~160 (略)         



 

162 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第２項の規定による

使用者の廃止措置計画の

認可（原子炉等規制法第

５７条第１項の規定によ

り保安規定を定めなけれ

ばならない者に係る認可

を除く。）に関するこ

と。 

長官   要 

163 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第３項において準用

する第１２条の６第３項

の規定による使用者の廃

止措置計画の変更の認可

（原子炉等規制法第５７

条第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者に係る変更の認

可のうち重要な変更の認

可に関するものを除

く。）に関すること。 

長官   要 

161 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第２項の規定による

使用者の廃止措置計画の

認可（原子炉等規制法第

５６条の３第１項の規定

により保安規定を定めな

ければならない者に係る

認可を除く。）に関する

こと。 

長官   要 

162 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第３項において準用

する第１２条の６第３項

の規定による使用者の廃

止措置計画の変更の認可

（原子炉等規制法第５６

条の３第１項の規定によ

り保安規定を定めなけれ

ばならない者に係る変更

の認可のうち重要な変更

の認可に関するものを除

く。）に関すること。 

長官   要 



 

164 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第３項において準用

する第１２条の６第８項

の規定による使用者（原

子炉等規制法第第５７条

第１項の規定により保安

規定を定めなければなら

ない者に限る。）の廃止

措置計画の終了の確認に

関すること。 

長官   要 

165 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第３項において準用

する第１２条の６第８項

の規定による使用者（原

子炉等規制法第５７条第

１項の規定により保安規

定を定めなければならな

い者を除く。）の廃止措

置計画の終了の確認に関

すること。 

原子力

規制部

長 

  否 

166 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第２項の規定による

旧使用者等の廃止措置計

画の認可（原子炉等規制

法第５７条第１項の規定

により保安規定を定めな

長官   要 

163 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第３項において準用

する第１２条の６第８項

の規定による使用者（原

子炉等規制法第５６条の

３第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者に限る。）の廃

止措置計画の終了の確認

に関すること。 

長官   要 

164 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の６第３項において準用

する第１２条の６第８項

の規定による使用者（原

子炉等規制法第５６条の

３第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者を除く。）の廃

止措置計画の終了の確認

に関すること。 

原子力

規制部

長 

  否 

165 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第２項の規定による

旧使用者等の廃止措置計

画の認可（原子炉等規制

法第５６条の３第１項の

規定により保安規定を定

長官   要 



 

ければならない者に係る

認可を除く。）に関する

こと。 

167 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第４項において準用

する第１２条の７第４項

の規定による旧使用者等

の廃止措置計画の変更の

認可（原子炉等規制法第

５７条第１項の規定によ

り保安規定を定めなけれ

ばならない者に係る変更

の認可のうち重要な変更

の認可に関するものを除

く。）に関すること。 

 

長官   要 

168 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第４項において準用

する第１２条の７第９項

の規定による旧使用者等

（原子炉等規制法第５７

条第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者に限る。）の廃

止措置計画の終了の確認

に関すること。 

長官   要 

めなければならない者に

係る認可を除く。）に関

すること。 

166 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第４項において準用

する第１２条の７第４項

の規定による旧使用者等

の廃止措置計画の変更の

認可（原子炉等規制法第

５６条の３第１項の規定

により保安規定を定めな

ければならない者に係る

変更の認可のうち重要な

変更の認可に関するもの

を除く。）に関するこ

と。 

長官   要 

167 

部門（部安

全 規 制 管

理 官 に 係

る も の に

限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第４項において準用

する第１２条の７第９項

の規定による旧使用者等

（原子炉等規制法第５６

条の３第１項の規定によ

り保安規定を定めなけれ

ばならない者に限る。）

の廃止措置計画の終了の

確認に関すること。 

長官   要 



 

169 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第４項において準用

する第１２条の７第９項

の規定による旧使用者等

（原子炉等規制法第５７

条第１項の規定により保

安規定を定めなければな

らない者を除く。）の廃

止措置計画の終了の確認

に関すること。 

 

原子力

規制部

長 

  否 

170～176 （略）         

177 
保障措置

室 

原子炉等規制法第６１条

の５の２第１項の規定に

よる合併及び分割の認可

に関すること。 

主管課

等の長 
  否 

178～212 （略）        

213 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

核原料物質又は核燃料物

質の製錬の事業に関する

規則（昭和３２年総理府・

通商産業省令第１号。以

下この表において「製錬

規則」という。）第３条第

２項第７号の規定による

合併及び分割の認可書類

主管課

等の長 
 否 

168 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

限る。） 

原子炉等規制法第５７条

の７第４項において準

用する第１２条の７第

９項の規定による旧使

用者等（原子炉等規制

法第５６条の３第１項

の規定により保安規定

を定めなければならな

い者を除く。）の廃止

措置計画の終了の確認

に関すること。 

原子力

規制部

長 

  否 

169~175 （略）        

(新設)  

 

 

 

 

     

176∼210 （略）        

211 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

限る。） 

核原料物質又は核燃料物

質の製錬の事業に関する

規則（昭和３２年総理府・

通商産業省令第１号。以

下この表において「製錬

規則」という。）第３条

第２項第７号の規定によ

る合併及び分割の認可書

原子力

規制部

長 

 否 



 

に係る必要と認める記載

事項に関すること。 

214～223 （略）     

224 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

加工規則第４条第２項第

７号の規定による合併及

び分割に係る必要と認め

る記載事項に関するこ

と。 

主管課

等の長 
 否 

225～270 （略）     

271 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

試験炉規則第５条第２項

第６号の合併及び分割の

認可書類に係る必要と認

める記載事項に関するこ

と。 

主管課

等の長 
 否 

272～383 （略）     

384 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

使用規則第２条の１０の

２第２項第６号の規定に

よる合併及び分割に係る

必要と認める記載事項に

関すること。 

主管課

等の長 
  否 

385 

部門（官

房安全規

制管理官

に係るも

のに限

る。） 

使用規則第５条第３号の

規定による核物質防護管

理者の要件の認定に関す

ること。 

主管部

等の長 
  否 

類に係る必要と認める記

載事項に関すること。 

212～221 （略）     

222 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

限る。） 

加工規則第４条第２項第

７号の規定による合併及

び分割に係る必要と認め

る記載事項に関するこ

と。 

原子力

規制部

長 

 否 

223～268 （略）     

269 

部門（部

安全規制

管理官に

係るもの

に限る。） 

試験炉規則第５条第２項

第６号の合併及び分割の

認可書類に係る必要と認

める記載事項に関するこ

と。 

原子力

規制部

長 

 否 

270～381 （略）     

(新設) 

  

 

 

 

 

       

382 

部門（官

房安全規

制管理官

に係るも

のに限

る。） 

使用規則第３条の６第３

号の規定による核物質防

護管理者の要件の認定に

関すること。 

主管部

等の長 
  否 



 

386～394 （略）        

395 
保障措置

室 

国際規制物資の使用等に

関する規則（昭和３６年

総理府令第５０号。以下

この表において「国際規

制物資使用規則」とい

う。）第３条第２項第３号

の規定による合併及び分

割の認可書類に係る必要

と認める記載事項に関す

ること。 

主管課

等の長 
  否 

396 
保障措置

室 

国際規制物資使用規則第

４条の２の３第２項の規

定による保障措置検査

（IAEAの通告に基づくも

のに限る。）に関するこ

と。 

 

 

 

 

  否 

397～451 （略）      

 

（２）・（３） （略） 

別表第４～６ （略） 

様式第１～１３ （略） 

383～391 （略）        

（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

392  

国際規制物資の使用等に

関する規則（昭和３６年

総理府令第５０号。以下

この表において「国際規

制物資使用規則」とい

う。）第４条の２の３第

２項の規定による保障措

置検査（IAEA の通告に基

づくものに限る。）に関

すること。 

  否 

393～447 （略）        

 

（２）・（３） （略） 

別表第４～６ （略） 

様式第１～１３ （略） 



 

 


